
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和〇年〇月〇日退職 



 

 

内　　　　　　　　　千　千 内 千 円 内　　　　　　　　　千　千 円 内　　　　　　　　　千　千 円

（摘要）

内
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別控除適用数
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別控除可能額

1

205,000
円

住宅借入

金等特別

控除の額

の内訳

千 円

115 000 44722 454

配 偶 者 ( 特 別 )

控 除 の 額

800 195 400

控 除 対 象 扶 養 親 族 の 数

（ 配 偶 者 を 除 く 。 )

24,000
円

120 000

老人

従人人

特定

従人人内

地震保険料の控除額生命保険料の控除額

特別 その他

非居住者
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親族の数

障碍者の数

（本人を除く。）

1

人人

1

生命保険

料の金額

の内訳

居住開始年月日

（２回目）

居住開始年月日

（１回目）

住宅借入金等

年末残高（１回目）

住宅借入金等

年末残高（２回目）

2

日

新生命保険料

の金額

住宅借入金等特別控除の額社会保険料等の金額

円

53,000

中野春美（同配・同特）

1

人 人

5

新個人年金

保険料の金額

旧個人年金

保険料の金額36,000
円

円

円

旧生命保険料

の金額

住宅借入金等特別控

除区分（１回目）

住宅借入金等特別控

除区分（２回目）

住

介護医療保

険料の金額 48,000
円

◆ 留意事項 

〔生命保険料控除関係〕 

・生命保険料控除における一般生命保険料の控除と個人年金保険料の控除は、それぞれ保険契約

の時期によって新旧の区分があり、控除額の計算が異なっています。（保険会社発行の保険料

控除証明書等に、該当する区分が記載されています。） 

・市区町村が保険者となっている介護保険の保険料は、生命保険料控除における介護医療保険料

には該当しません。（社会保険料控除の対象になります。） 

 

〔住宅ローン控除（住宅借入金等特別税額控除）関係〕 

・所得税の住宅ローン減税制度（住宅借入金等特別控除）の適用を受けた方で、所得税から控除

しきれなかった金額がある場合、翌年度の住民税で控除されることがあります。 

・住民税の控除額は、○Ａ居住開始年月日、○Ｂ住宅借入金等特別控除可能額、○Ｃ 所得税からの控

除額 により算出しますので、控除を受ける方の個人別明細書については、住宅借入金等特別

控除の額の内訳欄に○Ａ、○Ｂを、住宅借入金等特別控除の額欄に○Ｃを必ず記入してください。

ただし、住宅借入金等特別控除可能額の全額が所得税から控除できる（○Ｂ＝○Ｃ になる）場合、

○Ｂは記入不要です。 

・平成 19 年及び平成 20 年に入居された方については、所得税において特例が設けられているた

め、住民税での控除の適用はありません。 

・所得税の住宅ローン減税制度（住宅借入金等特別控除）の適用を受ける初年度は、受給者本人

が確定申告をする必要があります。（年末調整での適用はできません。） 

 

〔同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く）の障害者控除適用関係〕 

・配偶者控除の改正により、配偶者の合計所得が 48 万円（同一生計配偶者）で、障害者、特別

障害者または同居特別障害者に該当する配偶者がいる場合は、同一生計配偶者の氏名および同

一生計配偶者である旨を摘要欄に記載してください。（個人明細書記入例参照） 

 

【個人別明細書記入例】 
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